
  
生活者意識調査で明らかに
TPP について「関心がある」（53.4%）と回答した人の
うち、69.1%がTPPを評価するも、全回答者の約半数が
「食の安心・安全」を不安視。食材や食料品は8割以上の
人が「国産」を意識し、国産を買いたいと思う食材は、穀
類を抑え、「牛乳」（94.3%）が第1位となる。　

　「TPPと食品購入に関する生活者意識調査」の結果が、
2016年2月17日に発表されました。それによると、TPP に
ついて「関心がある」（53.4%）と回答した人のうち、69.1%
がTPPの大筋合意内容(農林水産分野)を評価しつつも、全回
答者の約半数は「食の安心・安全」について不安を抱いている
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TPPと食品購入に関する生活者意識調査レポート（2016年・春）

2016 年 3月発行

■「関心あり」と回答した人の約7割が
　TPP（農林水産分野）を評価
　Q2.「TPPの大筋合意内容」に対する考えは？

　Q1で「TPP」について「関心がある」と回答した人に対し、

「TPPの大筋合意内容」に対する考えについて聞いたところ、男

女全体で69.1%の方が「評価する」と回答しました。性別でみる

と、女性より男性の方が、9.9ポイント差で評価しています。さらに、

「評価する」と回答した人について性・年代別でみると、60代男性

が85.9%で最も評価していることがわかりました。次いで、20代

男性が77.4%、50代女性が72.3%の順となっています。

※n=641（単数回答）

　本調査は、「TPPの大筋合意内容（農林水産分野に関する）」（※以

下、「TPP大筋合意内容」という）を受けて、消費者がその内容や、国産

の食材・食料品について、どのような意識を抱いているのかを把握する

ために実施されたものです。

　調査は、株式会社ネオマーケティング（東京都渋谷区）が、2016年

1月にインターネットリサーチで行ったもので、全国の15歳～69歳の

男女を対象とし、1,200人（男女各600人）から有効回答を得ました。

【調査結果（詳細）】

■TPPには過半数が「関心あり」と回答
　Q1.「TPP」について関心がありますか？　

　「TPP」に対する関心度を聞いたところ、対象者全体の53.4%

が「関心がある」と回答しました。性・年代別にみると、男性20代～

60代の半数以上が「関心がある」と回答したのに対し、女性で半数

ことが浮き彫りになりました。
　食材や食料品に対しては、8割以上の人が「国産であること
を意識」し、全調査項目について、7割以上の人が「国産を買
いたい」と回答。特に、現在、国産100%である「牛乳」の回
答率は第1位（94.3％）でした。牛乳が国産100％であるこ
とは、8割以上が「意義がある」と考え、その多くが「安心感」や
「安全性」を理由にあげています。
　TPPの発効により輸入品が増えることによって、国内の酪
農業は少なからず影響を受けることが懸念されますが、今後
も、安全で安心な国産牛乳を安定的に供給するために、日本の
酪農業の維持・発展が求められていると言えます。

以上「関心がある」と回答した年代は10代と60代のみで、女性より

も男性の方が幅広い年齢層で関心が高いことがわかりました。

※n=1,200（単数回答）

【TPP発効後に予想される日本の食糧事情の変化と影響】

　TPP発効は、日本の「食」と「農」をどのように変えることになるの

か。農林水産省は、TPP発効により農林水産業の生産額が1,300

億円～2,100億円減少すると試算している。2013年3月の試算

が約3兆円の生産額減少であったのと比べると差が大きい。

　政府は、前回の試算が関税をすべて即時撤廃して国内対策を行

わない場合のもので、今回は、農林水産物の関税撤廃率が81％に

とどまっているのに加え、対策も行うため「影響は限定的」という評

価だ。果たしてそうか。

　影響は単に「関税撤廃・削減」だけで生じるのではなく、高齢化・

担い手不足、将来への拭い難い不安など複合的なものであり、生

産者の「やる気」に関わる問題と言えよう。重要5品目の中でも「長

期的に関税引き下げの影響が大きい」とされているのが畜産・酪農

分野なのだ。

　乳製品（バターと脱脂粉乳）についてはTPP輸入枠７万t（生乳換

算、６年目以降）が定められた。国が輸入量を調整する国家貿易品目

は維持されたため、直ちに影響が出ることはないとの見方もある。

無加工の生乳についても、現状の海外技術では輸入は考えにくい。

　とはいえ、ホエイとチーズについては、段階的に関税が無くなるこ

とから、長期的には影響が出る可能性がある。乳業メーカーが国産

チーズを作らなくなると、日本の半分以上の生乳生産量がある北海

道が、チーズに仕向けられていた生乳を飲用に仕向け、都府県に供

給することも考えられる。その場合、需要以上の北海道産の牛乳が

市場に入ることにより、乳業メーカーの競争が厳しくなり、都府県の

酪農に影響する可能性がある。

　さらに問題は、重要5品目だけではなく、これまで国際交渉で例外

として守ってきた農林水産物834品目のうち、約400品目の関税

も撤廃されることだ。多くの野菜や果物が協定発効と同時に関税ゼ

ロとなるほか、日本酒、しょうゆ、茶など多岐にわたり関税が撤廃され

る。いずれも、それぞれの産地で特産品として育成してきたものだ。

【不安定な世界経済と食糧事情、輸入依存の危険性】

　世界の食糧市場では、ここ数年の記録的豊作により、穀物の需給

が緩和し価格はひところに比べ大きく下落した。しかし、市場はます

ます不安定化している。世界人口の増加、中国やインド、東南アジア

諸国の所得水準の向上などにより農産物需要が飛躍的に拡大。生

産も増えているものの、地球温暖化による異常気象の頻発、水資源

の不足などで供給面での制約も強まっているためだ。日本がこれま

で享受してきた、安価で良質な食料をいくらでも海外から調達でき

るという環境は、いまや保障されなくなった。食の安全性も確保でき

るか心配だ。

　こうした中、日本では、2015年に閣議決定された新たな「食料・

農業・農村基本計画」で、10年後の食料自給率目標（カロリーベー

ス）を50％から45％に引き下げた。食料

自給率とは、国内で消費された食料のう

ち、国内で生産されたものの割合である。数字そのものは、その国

の食生活の水準を表すものではない。にもかかわらず、自給率が重

要だと考えるのは、それが国内の生産力（自給力）ひいては食料安

全保障と深く関わるからだ。

　我々は、食料の6割以上を海外に依存しているという事実の危う

さをかみしめるべきであろう。ヒト、農地、水、水
すいげんかんようりん

源涵養林、地域社

会といった資源をフル活用し、弱体化が止まらぬ農業の生産基盤を

しっかりと見直すことが待ったなしだ。

【安全・安心な国産牛乳を守ることの重要性】

　日本の酪農経営の厳しい状況は続いている。高齢化や後継者

不足に加え、東日本大震災、口蹄疫、夏場の猛暑、生産コストの半

分を占める飼料価格の高止まりと前述のTPPに伴う将来不安な

どが背景にある。

　このような状況の中で、平成27年度の日本の生乳生産量は、酪農

家や生産者団体の努力が結実したのか、（東日本大震災という特殊な

要因により生産減少などの影響があった平成23年度の反動で前年

を上回った24年度を除けば）実に10年ぶりに対前年を上回る見通

しとなっている。

　しかしながら、生乳を生み出す乳牛頭数や、酪農家の戸数の減少は

続いており、本格的な生産基盤の回復は、まだ途上にあると言えよう。

　日本酪農の本当の生産基盤の回復が出来なければ、今後、国内

の牛乳乳製品の需要を満たせなくなる恐れがある。だからといって、

「輸入に頼れば良い」という考え方は危険である。国際的な乳製品

の貿易量や取引価格も不安定で、中長期的には国際的な乳製品需給

がひっ迫することが見込まれているからだ。

　したがって、安定的な牛乳乳製品の供給のためには、やはり、国内

の酪農生産基盤を早急に強化することが必要なのである。

　表向きの数字だけをみると、日本の酪農は、すでにEU並みに大

規模化、効率化が進んでいる。しかしこれは、戸数減による飼養頭

数の減少分を、残った酪農家が吸収してきた結果である。いまや、

その構図も崩れつつある。TPP発効は、こうした傾向を加速させ

る懸念がある。

　政府はTPP対策を進めている。今後は、徹底的に競争力を付ける

ことはもちろん、消費者が安全で信頼性の高い国産品を買い支える

取り組みや仕組みを作り、それを行政が支援することが重要だろう。

　安ければ安いほど良いといった風潮が存在する中で、前のページ

の調査では、消費者の牛乳を筆頭とした国産品に対する信頼や意識

の高さが分かって少し安堵した。消費者には信頼性の高い食品に対

する適正価格を見極める力とそれを受け入れる覚悟を期待したい。

生活者意識調査に見る・TPPと食品購入に対する国産意識
～不安定な世界の食糧事情と国内自給の重要性～
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■評価する理由は「国内の農林水産業が刺激さ
　れて、競争力をつけると思うから」
　Q3.TPP大筋合意内容を《評価する》理由は？　　

　Q2でTPP大筋合意内容を評価すると回答した人に、その理由

を聞いたところ、最も多い回答は、「国内の農林水産業が刺激され

て、競争力をつけると思うから」で52.8%でした。次いで、「安価

な輸入品が入ってくることによって、食品全体の価格が下がると思

うから」48.3%、「輸入品が多く手に入るようになると思うから」

44.9%の順となりました。性別で比較をしてみると、「国内の農林

水産業が刺激されて、競争力をつけると思うから」という回答につ

いては、男性が57.5%、女性が46.2%と、男性の方が11.3ポイ

ント多い結果となりました。

※n=443（複数回答）

■評価しない理由は「国内の農林水産業に悪影
響」と「食品の安心・安全が脅かされるから」　　
　Q4.TPP大筋合意内容を《評価しない》理由は？　　

　Q2でTPP大筋合意内容を評価しないと回答した人に、その理

由を聞いたところ、最も多い回答は、「国内の農林水産業に悪影

響を与えると思うから」と「食品の安心・安全が脅かされると思うか

ら」でともに64.6%でした。次いで、「食料自給率が低下すると思

うから」63.6%の順となりました。性別でみると、女性で最も多い

回答は「食品の安心・安全が脅かされる」で、男性と比較して18.5

ポイント多く、「食料自給率が低下する」でも女性の方が24.7ポ

イント多い結果となりました。

※n=198（複数回答）

■TPP大筋合意内容については「食品の安心・
　安全」が最も不安
　Q5.TPP大筋合意内容で不安に思うことは？　

　TPP大筋合意内容で不安に思うことについて、全体で最も多い

回答は「食品の安心・安全が脅かされることによる食品の安心・安

全への不安」で49.2%となりました。次いで、「国内の農林水産業

に与える影響への不安」41.8%、「食料自給率の低下」40.9%

の順となっています。年代別でみても、全ての年代が食品の安心・

安全に対して不安を抱いていることがわかります。TPP大筋合意

に対して評価する方が多い一方、評価に関わらず各年代で不安要

素はあるようです。

※n=1,200（複数回答）

■TPP大筋合意内容を知り、約3割で食品に
　対する意識が変化
　Q6.TPP大筋合意内容を知って以降、食品に対する意識変化
　はありますか。

　TPPの大筋合意内容を知って以降、食品に対する意識変化は、

「ある」と回答した人が27.3%、「ない」が72.7%という結果と

なりました。現在、TPP は未発効ですが、すでに約3割の方が食品

に対する意識の変化があることを示し

ています。

※n=1,200（単数回答）

■各年代とも、国産と食の安全性を重視するように
　Q7.食品に対する意識はどのように変化した？

　Q6で食品に対する意識変化が「ある」と回答した人に、どのよう

に変化したかを自由回答で聞いてみたところ、各年代とも、食の安

全性を重視するようになったという回答とともに、国産の食品に対

する信頼の言葉が多く寄せられました。

※n=328（自由回答）

＜10代＞

・自分の国の食品を守りたいと思った。（17歳女性）

・原産地をよく確認するようになった。（18歳男性）

＜20代＞

・国産品を選ぶようになった。（25歳女性）

・日本の食品の安全性を強く感じるので、少し高価でも日本産を購

入したい。（27歳男性）

＜30代＞

・なるべく国産の良い食事を摂りたいと考えている。（39歳女性）

・値段設定と食の安全に対する意識。（36歳男性）

＜40代＞

・より国産のものに対する購買力が増した。（41歳女性）

・食品を購入する際に、産地を意識する習慣が以前に比べ増した。

（48歳男性）

＜50代＞

・国産の価値を再認識した。（51歳女性）

・より国内産重視になった。（51歳男性）

＜60代＞

・国産への信頼が強まる。（60歳女性）

・安全性に敏感になった。（63歳男性）

■食材・食料品購入の際の重視点は「味」「価格」
  次いで「国産」
　Q8.食材や食料品を購入する際に最も重視することは？

　食材や食料品を購入する際に最も重視することを聞いたとこ

ろ、全体で最も多い回答は「味」で27.3%となりました。次いで、

「価格」26.1%、「国産であること」15.9%の順となっていま

す。食材や食料品を購入する際、味や価格に次いで、「国産である

こと」も男女ともに重視していることがわかりました。

※n=1,200（単数回答）

■食材や食料品が国産であることについては、
　女性の方が意識
　Q9.食材や食料品が国産であることに対する意識については？

　食材や食料品が国産であることを「意識している人（「とても意

識」、「まあ意識」、「意識するときもある」の合計）」は、87.5%と

8割を超える結果となりました。性別でみると、男性83.5%、女性

91.5%で、男性より女性の方が国産への意識が高い結果となり

ました。これは、主婦などが料理をつくる際に食材や食料品に触れ

る機会が多いからかもしれません。

※n=1,200（単数回答）

■国産を買いたいと思う食材は、穀類を抑え、
　牛乳が第1位に
　Q10.食材で、国産・外国産どちらを買いたいと思うか？

　各食材ごとに国産・外国産のどちらを買いたいかを聞いたところ、

TOP10はいずれも9割前後が国産を買いたいという回答でした。そ

のなかでも「牛乳」は国産購入意向が最も高く、穀類を抑え、94.3%

でした。現在、国内で販売されている牛乳はTOP10の食材のなかで

唯一100%国産であり、他の食材と比べて国産の牛乳に対する信頼

感を持っている人が多いことがうかがい知れる結果となりました。

※n=1,200（単数回答）

■牛乳が国産であることは8割以上が「意義が
ある」と回答
　Q11.牛乳が国産100%であることに対する考えについて
　お答えください。

　Q10で第1位となった「牛乳」が国産100%であることについて、「と

ても意義があることだと思う」、「意義があることだと思う」と回答した人

の合計が82.9%と8割以上が意義を感じていることがわかりました。

※n=1,200（単数回答）
■牛乳が国産であることの「意義」は、

　「安心」で「安全」だから
　Q12. 前問について、その理由をお答えください。

　Q11で「とても意義がある」、「意義がある」と回答した人に対

し、その理由を聞いたところ、「安心だから」81.6%、「安全だか

ら」79.5%が上位を占める結果となりました。牛乳が国産100%

であることについて、消費者が安心感や安全性を重要視している

様子が、鮮明に浮かび上がりました。

※n=995（複数回答）

■引用・転載時クレジット表記のお願い
※本ニュースレターの引用・転載は、必ず以下クレジットを明記してください。

（一社）中央酪農会議 JDC ニュースレターVol.8より


